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補正前の額 補正額 補正後の額
33,921 △2,963 30,958

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

根 拠 法 令
条 例 等

町長、副町長及び教育長の給料及び旅費等に関する条例

補 正 予 算 の
事 業 概 要

期末手当の条例改正、共済組合負担金率の変動等に伴う人件費を補正するものです。

3 職員手当等 6,979 7,139 160
4 共済費 10,202 7,079 △3,123

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 16,740 16,740 0

事 業 費

主な経費内容

町長、副町長分

1 一般管理費

△2,963

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策

施　　策

4　持続可能な町の経営ができるために

4-1　効率的行財政の運営

款 2 総務費

事業名

項 目

事業費(1-1) 特別職人件費

1 総務管理費

充当額
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △2,963
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補正前の額 補正額 補正後の額
329,986 38,696 368,682

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 38,696
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員47名分（総務課、政策課、財政課、税務課、町民課、会計課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 155,765 167,850 12,085
3 職員手当等 96,330 108,111 11,781
4 共済費 77,891 92,721 14,830

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 1 一般管理費

事業名 (2-1) 正規職員人件費 事業費 38,696

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例
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補正前の額 補正額 補正後の額
33,944 △2,553 31,391

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △2,553
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

フルタイム会計年度任用職員1名分（政策課）
パートタイム会計年度任用職員19名分（総務課、税務課、町民課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
1 報酬 19,756 20,609 853
2 給料 5,770 3,450 △2,320
3 職員手当等 4,760 4,580 △180
4 共済費 3,165 2,327 △838
8 旅費 493 425 △68

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 1 一般管理費

事業名 (3-1) 会計年度任用職員人件費 事業費 △2,553

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営
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補正前の額 補正額 補正後の額
23,608 15,193 38,801

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 15,193
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

健康保険法、雇用保険法、労働者災害補償保険法等

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

暫定再任用短時間勤務職員、フルタイム会計年度任用職員、パートタイム会計年度任用職
員（全課職員分）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
4 共済費 23,608 38,801 15,193

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 1 一般管理費

事業名 (4-1) 会計年度任用職員等共済費 事業費 15,193

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営
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補正前の額 補正額 補正後の額
70,458 3,750 74,208

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 3,750
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

建築基準法ほか

原油価格等の高騰の影響により、電気代に予算不足が見込まれることから、増額の補正予
算を計上するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

電気代　　　　　　　　　　　　　　 　　3,750,000円

電気料金年間予測（小売電気事業者試算）による。
　（決算見込額）　 （当初予算額） 　 （補正予算額）
　　14,930,000円　-　11,180,000円　＝　3,750,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
10 需用費 14,136 17,886 3,750
11 役務費 1,900 1,900 0
12 委託料 34,078 34,078 0
13 使用料及び賃借料 19,812 19,812 0
17 備品購入費 532 532 0

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 5 財産管理費

事業名 (1-1) 庁舎等施設維持管理経費 事業費 3,750

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4 持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-2　行政機能の確保・管理
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補正前の額 補正額 補正後の額
3,742 △3,670 72

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △3,670
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町職員の給与に関する条例、公職選挙法

三重県議会議員選挙執行に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

時間外勤務手当（選挙事務）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
3 職員手当等 3,742 72 △3,670

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 2 総務費 項 4 選挙費 目 3 県議会議員選挙費

事業名 (1-1) 正規職員人件費 事業費 △3,670

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-2　行政機能の確保・管理
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補正前の額 補正額 補正後の額
3,595 △3,528 67

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △3,528
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町職員の給与に関する条例、公職選挙法

東員町長選挙執行に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

時間外勤務手当（選挙事務）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
3 職員手当等 3,595 67 △3,528

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 2 総務費 項 4 選挙費 目 4 町長選挙費

事業名 (1-1) 正規職員人件費 事業費 △3,528

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-2　行政機能の確保・管理
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補正前の額 補正額 補正後の額
217,073 △23,871 193,202

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △23,871
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員24名分（保険年金課、地域福祉課、子ども家庭課、健康長寿課）
暫定再任用短時間勤務職員1名分（子ども家庭課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 105,712 94,609 △11,103
3 職員手当等 61,091 54,978 △6,113
4 共済費 50,270 43,615 △6,655

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 1 社会福祉総務費

事業名 (1-1) 正規職員人件費 事業費 △23,871

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営
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補正前の額 補正額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △258
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

フルタイム会計年度任用職員1名分（子ども家庭課）
パートタイム会計年度任用職員18名分（地域福祉課、子ども家庭課、健康長寿課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
1 報酬 18,573 18,314 △259
2 給料 2,972 2,972 0
3 職員手当等 2,223 2,144 △79
4 共済費 1,786 1,850 64
8 旅費 576 592 16

補正後の額
26,130 △258 25,872

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 1 社会福祉総務費

事業名 (2-1) 会計年度任用職員人件費 事業費 △258

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △4,410
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員16名分（みらい環境課、子ども家庭課、健康長寿課）
暫定再任用短時間勤務職員1名分（みらい環境課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 50,529 48,359 △2,170
3 職員手当等 27,517 26,617 △900
4 共済費 24,531 23,191 △1,340

補正前の額 補正額 補正後の額
102,577 △4,410 98,167

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目 1 保健衛生総務費

事業名 (1-1) 正規職員人件費 事業費 △4,410

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 1,454
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

パートタイム会計年度任用職員6名分（子ども家庭課、健康長寿課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
1 報酬 8,154 9,420 1,266
3 職員手当等 1,699 1,733 34
4 共済費 646 687 41
8 旅費 280 393 113

補正前の額 補正額 補正後の額
10,779 1,454 12,233

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目 1 保健衛生総務費

事業名 (2-1) 会計年度任用職員人件費 事業費 1,454

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 5,635
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員7名分（産業課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 21,300 23,356 2,056
3 職員手当等 12,557 14,992 2,435
4 共済費 10,649 11,793 1,144

補正前の額 補正額 補正後の額
44,506 5,635 50,141

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 6 農林水産業費 項 1 農業費 目 2 農業総務費

事業名 (1-1) 正規職員人件費 事業費 5,635

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 16
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

パートタイム会計年度任用職員1名分（産業課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
1 報酬 1,628 1,628 0
3 職員手当等 340 346 6
4 共済費 130 140 10
8 旅費 86 86 0

補正前の額 補正額 補正後の額
2,184 16 2,200

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 6 農林水産業費 項 1 農業費 目 2 農業総務費

事業名 (3-1) 会計年度任用職員人件費 事業費 16

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営

17



補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △12,191
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員4名分（建設課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 17,868 12,322 △5,546
3 職員手当等 10,372 6,739 △3,633
4 共済費 8,722 5,710 △3,012

補正前の額 補正額 補正後の額
36,962 △12,191 24,771

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 8 土木費 項 1 土木管理費 目 1 土木総務費

事業名 (1-1) 正規職員人件費 事業費 △12,191

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 4
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

フルタイム会計年度任用職員1名分（建設課）
パートタイム会計年度任用職員3名分（建設課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
1 報酬 2,171 2,171 0
2 給料 2,321 2,321 0
3 職員手当等 573 583 10
4 共済費 993 987 △6
8 旅費 134 134 0

補正前の額 補正額 補正後の額
6,192 4 6,196

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 8 土木費 項 1 土木管理費 目 1 土木総務費

事業名 (2-1) 会計年度任用職員人件費 事業費 4

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 5,048
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員4名分（建設課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 10,768 13,412 2,644
3 職員手当等 6,991 8,350 1,359
4 共済費 5,391 6,436 1,045

補正前の額 補正額 補正後の額
23,150 5,048 28,198

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 8 土木費 項 2 道路橋りょう費 目 3 道路新設改良費

事業名 (1-1) 正規職員人件費 事業費 5,048

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 196
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町職員の給与に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員2名分（総務課）
災害対応分

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 7,371 7,490 119
3 職員手当等 7,214 7,301 87
4 共済費 3,561 3,551 △10

補正前の額 補正額 補正後の額
18,146 196 18,342

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 9 消防費 項 1 消防費 目 4 災害対策費

事業名 (1-1) 正規職員人件費 事業費 196

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 13
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

フルタイム会計年度任用職員１名分（総務課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 2,972 2,972 0
3 職員手当等 1,031 1,043 12
4 共済費 1,326 1,327 1

補正前の額 補正額 補正後の額
5,329 13 5,342

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 総務課

（単位：千円）

款 9 消防費 項 1 消防費 目 4 災害対策費

事業名 (2-1) 会計年度任用職員人件費 事業費 13

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,554 0 0 279
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 2 1 1 13 社会保障・税番号制度システム整備費補助金 6,554

18 負担金補助及び交付金 703 703 0

根 拠 法 令
条 例 等

戸籍法、住民基本台帳法、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律、情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行
政運営の簡素化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技術の利用に関す
る法律等の一部を改正する法律
戸籍附票情報を住民基本台帳ネットワークシステムに連携するための初期登録等の準備と
して、三重県のサーバへ戸籍附票データの送信業務に係る経費を計上するものです。
また、戸籍法改正により戸籍に氏名の振り仮名が追記されることに伴い、住民票、マイナ
ンバーカードにも振り仮名が追記されることに対応するための住基システムの改修に係る
経費を計上するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

戸籍附票データ送信業務委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　278,000円

マイナンバーカードへの振り仮名表記対応のためのシステム改修業務委託
　氏名の振り仮名表記対応のための住基システム改修業務　　　　　　3,643,200円
　氏名の振り仮名表記対応のためのコンビニ交付システム改修業務　　2,911,700円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
8 旅費 108 108 0
10 需用費 1,614 1,614 0
11 役務費 1,385 1,385 0
12 委託料 27,887 34,720 6,833
13 使用料及び賃借料 6,254 6,254 0

補正前の額 補正額 補正後の額
37,951 6,833 44,784

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 町民課

（単位：千円）

款 2 総務費 項 3 戸籍住民基本台帳費 目 1 戸籍住民基本台帳費

事業名 (2-1) 戸籍住民基本台帳経費 事業費 6,833

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-2　行政機能の確保・管理
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △215
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

国民健康保険法

特別会計の人件費の補正に伴い、国民健康保険特別会計繰出金を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

国民健康保険繰出金　　　　△215,000円

【内訳】　　　　　　　　（決算見込額）　（当初予算額）　　（補正予算額）
・正規職員人件費　　　　　18,665,000円 － 17,332,000円 ＝   1,333,000円
・会計年度任用職員人件費　 3,608,000円 －  5,156,000円 ＝ △1,548,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
27 繰出金 165,076 164,861 △215

補正前の額 補正額 補正後の額
165,076 △215 164,861

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 保険年金課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 1 社会福祉総務費

事業名 (3-1) 国民健康保険特別会計繰出金 事業費 △215

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 1　健康であるために

施　　策 1-3　社会保障の確保
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,500 0 0 5,600
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
17 2 2 2 1 子ども医療費補助金（1／2） 5,500

根 拠 法 令
条 例 等

東員町福祉医療費の助成に関する条例

新型コロナウイルス感染症の５類感染症への移行後、一部の公費負担を除き自己負担と
なったことやインフルエンザの流行等により、予算が不足する子ども医療費及び証明手数
料を増額するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

子ども医療扶助費　　　10,500,000円
（決算見込額）　  （当初予算額）　 （補正予算額）
　102,120,000円 －　91,620,000円  ＝ 10,500,000円

領収証明発行手数料　　 　600,000円
（決算見込額）　  （当初予算額）　 （補正予算額）
　  8,060,000円 －   7,460,000円  ＝   600,0000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
10 需用費 472 472 0
11 役務費 12,235 12,835 600
12 委託料 1,230 1,230 0
19 扶助費 198,120 208,620 10,500

補正前の額 補正額 補正後の額
212,057 11,100 223,157

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 保険年金課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 4 医療給付費

事業名 (1-1) 医療給付経費 事業費 11,100

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 2　次世代を育むために

施　　策 2-1　子育て支援の充実
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

847 0 0 847
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 2 2 1 6 地域生活支援事業費補助金 847

13 使用料及び賃借料 2,815 2,815 0
18 負担金補助及び交付金 1,127 1,127 0
19 扶助費 717,036 717,036 0

根 拠 法 令
条 例 等

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に対応する町の既存システムの改修に係る経費を
計上するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

システム改修委託料　　　　　　　　　　　　　　　1,694,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
7 報償費 84 84 0
8 旅費 5 5 0
10 需用費 106 106 0
11 役務費 1,200 1,200 0
12 委託料 139 1,833 1,694

補正前の額 補正額 補正後の額
722,512 1,694 724,206

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 地域福祉課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 1 社会福祉総務費

事業名 (9-1) 障害者自立支援事業 事業費 1,694

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 3　みんなが活躍できる地域共生社会をつくるために

施　　策 3-4　障がい者福祉の推進
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 619
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

手話通訳者及び要約筆記奉仕員派遣事業負担金について、令和４年度実績に伴う不足分を
補正予算計上するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

手話通訳者及び要約筆記奉仕員派遣事業負担金　　　　　　　　　619,000円
（確定額）　　　 （支出済額）  　 （補正予算額）
　2,303,737円　－　1,685,000円　＝　618,737円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
12 委託料 20,086 20,086 0
18 負担金補助及び交付金 2,675 3,294 619
19 扶助費 29,021 29,021 0

補正前の額 補正額 補正後の額
51,782 619 52,401

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 地域福祉課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 1 社会福祉総務費

事業名 (10-1) 障害者地域生活支援事業 事業費 619

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 3　みんなが活躍できる地域共生社会をつくるために

施　　策 3-4　障がい者福祉の推進
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 332 2,387
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
22 3 1 1 40 ふれあいセンター利用負担金 332

根 拠 法 令
条 例 等

東員町ふれあいセンターの設置及び管理に関する条例
東員町ふれあいセンターの設置及び管理に関する条例施行規則

原油価格等の高騰の影響により、電気代に予算不足が見込まれることから、増額の補正予
算を計上するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

電気代　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,719,000円

電気料金年間予測（小売電気事業者試算）による
　　　（決算見込額）　 （当初予算額）　 （補正予算額）
　　　　6,604,000円　－　3,885,000円　＝　2,719,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
10 需用費 7,366 10,085 2,719
11 役務費 149 149 0
12 委託料 10,196 10,196 0
13 使用料及び賃借料 88 88 0
14 工事請負費 33,052 33,052 0

補正前の額 補正額 補正後の額
50,851 2,719 53,570

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 地域福祉課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 3 社会福祉施設費

事業名 (2-1) ふれあいセンター経費 事業費 2,719

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 3　みんなが活躍できる地域共生社会をつくるために

施　　策 3-2　地域福祉の推進
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 6,918
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

12 委託料 5,868 5,868 0
22 償還金利子及び割引料 0 7,962 7,962

根 拠 法 令
条 例 等

子ども・子育て支援交付金交付要綱、地域子ども・子育て支援事業費補助金交付要領、
令和４年度新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金交付要綱

東員町いじめ問題調査結果審議委員会の開催見込みがないため、当該委員報酬を減額する
ものです。
また、令和４年度国庫補助金等の確定に伴い超過交付分を返還するものです。
①子ども・子育て支援交付金及び地域子ども・子育て支援事業費補助金（主な事業）
　　放課後児童健全育成事業、子育て援助活動支援事業、地域子育て支援拠点事業
②新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金
　　ひとり親世帯以外の低所得の子育て世帯生活支援特別給付金の給付及び給付事務

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

東員町いじめ問題調査結果審議委員会委員報酬（12回分）の減額　　　　△1,044,000円

令和４年度国庫補助金等の確定に伴う超過交付分の返還
①子ども・子育て支援交付金返還金（国庫補助金分）
（R4受入額）33,544,000円 －（R4実績額）30,199,000円 ＝（受入超過額）3,345,000円
　地域子ども・子育て支援事業費補助金返還金（県補助金分）
（R4受入額）27,091,000円 －（R4実績額）23,746,000円 ＝（受入超過額）3,345,000円
②低所得の子育て世帯生活支援特別給付金給付事業費・事務費補助金返還金（国庫補助金
分）
（R4受入額） 9,588,000円 －（R4実績額） 8,316,000円 ＝（受入超過額) 1,272,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
1 報酬 1,251 207 △1,044
7 報償費 318 318 0
8 旅費 19 19 0
10 需用費 547 547 0
11 役務費 746 746 0

補正前の額 補正額 補正後の額
8,749 6,918 15,667

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 子ども家庭課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 1 児童福祉総務費

事業名 (1-1) 児童福祉事業 事業費 6,918

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 2　次世代を育むために

施　　策 2-1　子育て支援の充実
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 853
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

13 使用料及び賃借料 1,994 1,994 0
17 備品購入費 1,540 1,540 0
18 負担金補助及び交付金 1,484 1,484 0
19 扶助費 7,480 7,480 0
22 償還金利子及び割引料 0 853 853

根 拠 法 令
条 例 等

母子保健法　児童福祉法　健やか親子２１　東員町母子保健法施行細則

令和４年度母子保健総合支援事業国庫補助金の確定に伴い超過交付分を返還するもので
す。
　（主な事業）妊娠・出産包括支援事業、産婦健康診査事業等

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

母子保健総合支援事業国庫補助金返還金　　　　853,000円
（R4受入額）3,273,000円－（R4実績額）2,420,000円＝（受入超過額）853,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
7 報償費 3,172 3,172 0
8 旅費 42 42 0
10 需用費 1,710 1,710 0
11 役務費 280 280 0
12 委託料 31,822 31,822 0

補正前の額 補正額 補正後の額
49,524 853 50,377

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 子ども家庭課

（単位：千円）

款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目 3 健康推進費

事業名 (2-1) 母子保健事業費 事業費 853

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 2　次世代を育むために

施　　策 2-1　子育て支援の充実
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 148
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

19 扶助費 11,183 11,183 0
22 償還金利子及び割引料 0 148 148

根 拠 法 令
条 例 等

東員町社会福祉法人等による生計困難者等に対する介護保険サービスに係る利用者負担額
軽減制度事業実施要綱

令和４年度県補助金の確定に伴い超過交付分を返還するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

県補助金（ホームヘルプ等利用者負担軽減事業費補助金）返還金
（R4受入額）　（R4実績額）　（受入超過額）
　148,000円　－　　　0円　＝　148,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
7 報償費 514 514 0
10 需用費 108 108 0
11 役務費 241 241 0
12 委託料 3,179 3,179 0
18 負担金補助及び交付金 62,455 62,455 0

補正前の額 補正額 補正後の額
77,680 148 77,828

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 2 高齢者福祉費

事業名 (1-1) 高齢者福祉事業 事業費 148

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 3　みんなが活躍できる地域共生社会をつくるために

施　　策 3-3　高齢者福祉の推進

31



補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 602
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

介護保険法

特別会計の歳出予算（人件費）及び報酬改定に伴うシステム改修経費の補正に伴う、介護
保険特別会計繰出金を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

（現年度分）
　総務費（人件費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　△690,000円
　総務費（システム改修）　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　1,096,200円
　地域支援事業費（人件費）        　　　　　　　　　 　　　　　　　　　183,000円
（過年度分）
　令和4年度おでかけ元気パス、ウォーキングマップ等事業確定に伴う返還分　 12,732円

町負担率　総務費：100％
　　　　　地域支援事業費（包括的支援事業分）：19.25％

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
27 繰出金 288,015 288,617 602

補正前の額 補正額 補正後の額
288,015 602 288,617

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 2 高齢者福祉費

事業名 (2-1) 介護保険特別会計繰出金 事業費 602

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 3　みんなが活躍できる地域共生社会をつくるために

施　　策 3-3　高齢者福祉の推進
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 1,530
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

22 償還金利子及び割引料 0 1,530 1,530

根 拠 法 令
条 例 等

予防接種法

令和4年度国庫補助金の確定により超過交付分を返還するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

国庫補助金（感染症予防事業費等国庫補助金）返還金

（R4受入額）　　 （R4実績額）　　 　（受入超過額）
　2,656,000円　－　1,126,000円　　＝　1,530,000円

特定感染症検査等事業のうち、緊急風しん抗体検査等事業費に係るもの

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
8 旅費 5 5 0
10 需用費 199 199 0
11 役務費 463 463 0
12 委託料 21,556 21,556 0
18 負担金補助及び交付金 4,090 4,090 0

補正前の額 補正額 補正後の額
26,313 1,530 27,843

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目 2 予防費

事業名 (3-1) 成人予防接種事業費 事業費 1,530

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 1　健康であるために

施　　策 1-1　健康づくりの推進
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 40,569
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

新型インフルエンザ等対策特別措置法、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業実
施要綱、新型コロナウイルスワクチン接種確保事業実施要領

令和４年度の新型コロナウイルスワクチン接種対策費国庫負担金及び接種体制確保事業費
国庫補助金の確定に伴い超過交付金分を返還するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

新型コロナウイルスワクチン接種対策費国庫負担金
（R4受入額）　　　（R4実績額）　　　（受入超過額）
　88,257,807円　－　78,141,239円　＝　10,116,568円

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費国庫補助金
（R4受入額）　　　（R4実績額）　　　（受入超過額）
　81,224,000円　－　50,772,000円　＝　30,452,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
10 需用費 200 200 0
11 役務費 10,804 10,804 0
12 委託料 105,613 105,613 0
13 使用料及び賃借料 270 270 0
22 償還金利子及び割引料 0 40,569 40,569

補正前の額 補正額 補正後の額
116,887 40,569 157,456

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目 2 予防費

事業名 (5-1) 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業 事業費 40,569

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 1　健康であるために

施　　策 1-1　健康づくりの推進

34



補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 457
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

医療介護総合確保推進法、三重県地域医療構想

休日及び平日夜間における応急診療を行う桑名市応急診療所の前年度事業確定により、令
和５年度分の各市町運営費分担金が当初見込みを上回ったため、不足分を増額補正するも
のです。また、２４時間救急医療体制など中核的医療の役割を担う公的病院の令和４年度
の利用実績が当初見込みを上回ったため、不足分を増額補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

桑名市応急診療所運営費分担金
　（R4実績による確定額） （当初予算額）   　（補正予算額）
　　　　　2,154,333円　－　1,867,000円　＝　　287,333円

救急医療運営費負担金
　（確定額）　　　 （当初予算額）　　　（補正予算額）
　　11,855,468円　－ 11,687,000円　＝　　168,468円
　　　                         （確定額）　　 　（当初予算額）　（補正予算額）
　一次救急医療体制事業負担金   　1,170,468円　－　1,204,000円　＝　△33,532円
　病院群輪番制病院運営事業負担金　 754,019円　－　　791,000円　＝　△36,981円
　いなべ総合病院運営負担金       9,930,981円　－　9,692,000円　＝　 238,981円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
18 負担金補助及び交付金 13,900 14,357 457

補正前の額 補正額 補正後の額
13,900 457 14,357

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目 3 健康推進費

事業名 (3-1) 救急医療等運営費 事業費 457

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 １　健康であるために

施　　策 1-2　地域医療体制の確保
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 60
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員2名分（産業課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 7,810 7,889 79
3 職員手当等 5,370 5,493 123
4 共済費 3,994 3,852 △142

補正前の額 補正額 補正後の額
17,174 60 17,234

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 産業課

（単位：千円）

款 6 農林水産業費 項 1 農業費 目 1 農業委員会費

事業名 (1-1) 正規職員人件費 事業費 60

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営

36



補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 70
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

都市計画法
東員町都市計画審議会条例

都市計画審議会の開催案件が当初の見込みから増加したため、委員報酬について増額補正
するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

都市計画審議会委員報酬　　　　　　 70,000円

 [開催回数　2回→3回]

（当初予算額）7,000円×10人×2回＝140,000円
（決算見込額）7,000円×10人×3回＝210,000円

（決算見込額）（当初予算額） （補正予算額）
　210,000円  － 140,000円  ＝  70,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
1 報酬 140 210 70
8 旅費 8 8 0
10 需用費 62 62 0

補正前の額 補正額 補正後の額
210 70 280

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 建設課

（単位：千円）

款 8 土木費 項 4 都市計画費 目 1 都市計画総務費

事業名 (1-1) 都市計画経費 事業費 70

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 9　持続可能な町の形をつくるために

施　　策 9-1　良好な居住環境の形成
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 500 0
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
15 1 4 3 1 町営住宅使用料 500

根 拠 法 令
条 例 等

公営住宅法
東員町町営住宅管理条例

町営住宅における修繕費が当初の見込みより増加したため、修繕料を増額補正するもので
す。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

町営住宅修繕料                  500,000円

（決算見込額） （当初予算額） （補正予算額）
　2,000,000円 － 1,500,000円 ＝ 500,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
10 需用費 1,540 2,040 500
11 役務費 62 62 0
12 委託料 1,349 1,349 0

補正前の額 補正額 補正後の額
2,951 500 3,451

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 建設課

（単位：千円）

款 8 土木費 項 5 住宅費 目 1 住宅管理費

事業名 (1-1) 住宅維持管理経費 事業費 500

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 9　持続可能な町の形をつくるために

施　　策 9-1　良好な居住環境の形成
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 733
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

児童福祉法
東員町立保育所設置条例
東員町立保育所設置条例施行規則
原油価格等の高騰の影響により、電気代に予算不足が見込まれることから、増額の補正予
算を計上するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

電気代　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　733,000円

電気料金年間予測（小売電気事業者試算）等による。
【内訳】　　　　（決算見込額）　 （当初予算額）　 （補正予算額）
みなみ保育園　　　1,572,000円　－　1,691,000円　＝　△119,000円
いなべ保育園　　　　964,500円　－　1,145,000円　＝　△180,500円
東員保育園　　　　2,065,000円　－　1,486,000円　＝　　579,000円
笹尾第一保育園　　　870,500円　－　　900,000円　＝　 △29,500円
笹尾第二保育園　　1,224,500円　－　　800,000円　＝　　424,500円
城山保育園　　　　　704,500円　－　　646,000円　＝　　 58,500円
　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　733,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
10 需用費 15,584 16,317 733
11 役務費 821 821 0
12 委託料 2,637 2,637 0
13 使用料及び賃借料 731 731 0
17 備品購入費 4,080 4,080 0

補正前の額 補正額 補正後の額
23,853 733 24,586

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 教育総務課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 4 保育園管理費

事業名 (1-1) 保育園維持管理経費 事業費 733

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-2　教育環境の整備
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 7
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方自治法
町長、副町長及び教育長の給料及び旅費等に関する条例

期末手当の条例改正、共済組合負担金率の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

教育長分

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 6,828 6,828 0
3 職員手当等 2,847 2,912 65
4 共済費 4,302 4,244 △58

補正前の額 補正額 補正後の額
13,977 7 13,984

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 教育総務課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

事業名 (1-1) 教育長人件費 事業費 7

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-1　幼児教育・学校教育の充実
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 9,832
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員23名分（教育総務課、学校教育課、社会教育課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 88,079 91,772 3,693
3 職員手当等 54,745 59,795 5,050
4 共済費 42,762 43,851 1,089

補正前の額 補正額 補正後の額
185,586 9,832 195,418

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 教育総務課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

事業名 (2-1) 正規職員人件費 事業費 9,832

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 1,493
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

フルタイム会計年度任用職員3名分（社会教育課）
パートタイム会計年度任用職員25名分（学校教育課、教育総務課、社会教育課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
1 報酬 18,499 20,114 1,615
2 給料 12,384 11,958 △426
3 職員手当等 4,605 4,823 218
4 共済費 4,682 4,683 1
8 旅費 230 315 85

補正前の額 補正額 補正後の額
40,400 1,493 41,893

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 教育総務課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

事業名 (3-1) 会計年度任用職員人件費 事業費 1,493

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 8,480
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

17 備品購入費 1,919 1,919 0

根 拠 法 令
条 例 等

学校教育法
東員町立学校設置条例
東員町学校の管理に関する規則
原油価格等の高騰の影響により、電気代に予算不足が見込まれることから、増額の補正予
算を計上するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

電気代　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 8,480,000円

電気料金年間予測（小売電気事業者試算）による。
【内訳】　　　（決算見込額）　 （当初予算額） 　（補正予算額）
三和小学校　　　2,984,000円　－　1,773,000円　＝　1,211,000円
稲部小学校　　　3,426,000円　－　1,915,000円　＝　1,511,000円
神田小学校　　　4,958,000円　－　2,783,000円　＝　2,175,000円
笹尾西小学校　　2,841,000円　－　1,965,000円　＝　  876,000円
笹尾東小学校　　3,279,000円　－　1,864,000円　＝　1,415,000円
城山小学校　　　3,505,000円　－　2,213,000円　＝　1,292,000円
　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  8,480,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
10 需用費 33,186 41,666 8,480
11 役務費 2,119 2,119 0
12 委託料 8,852 8,852 0
13 使用料及び賃借料 5,737 5,737 0
15 原材料費 60 60 0

補正前の額 補正額 補正後の額
51,873 8,480 60,353

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 教育総務課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費

事業名 (3-1) 学校維持管理経費 事業費 8,480

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-2　教育環境の整備
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 4,725
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

学校教育法
東員町立学校設置条例
東員町学校の管理に関する規則
原油価格等の高騰の影響により、電気代に予算不足が見込まれることから、増額の補正予
算を計上するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

電気代　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,725,000円

電気料金年間予測（小売電気事業者試算）による。
【内訳】　　　　　（決算見込額）　 （当初予算額） 　（補正予算額）
東員第一中学校　　　6,917,000円　－　4,168,000円　＝　2,749,000円
東員第二中学校　　　5,004,000円　－　3,028,000円　＝　1,976,000円
　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  4,725,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
10 需用費 14,726 19,451 4,725
11 役務費 1,207 1,207 0
12 委託料 4,364 4,364 0
13 使用料及び賃借料 2,059 2,059 0
15 原材料費 30 30 0

補正前の額 補正額 補正後の額
22,386 4,725 27,111

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 教育総務課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 3 中学校費 目 1 学校管理費

事業名 (3-1) 学校維持管理経費 事業費 4,725

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-2　教育環境の整備
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 413,000 2,403
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
20 2 1 1 1 公共施設整備基金繰入金 413,000

18 負担金補助及び交付金 0 1,411 1,411
21 補償補填及び賠償金 774 29,838 29,064

根 拠 法 令
条 例 等

学校教育法
東員町立学校設置条例
東員町学校の管理に関する規則
東員第一中学校建設事業に係る用地買収費や建物等移転補償費などを補正予算計上するも
のです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

一般消耗品（収入印紙代）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　164,000円
用地買収費（30筆・27,649.78㎡/地権者22名）　　　　　　　　　　384,764,000円
地区除外負担金（27,649.26㎡×51円）　 　　　　　　　 　　　　　 1,411,000円
補償費（建物等・立竹木）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 29,064,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
1 報酬 480 480 0
7 報償費 700 700 0
10 需用費 0 164 164
12 委託料 14,720 14,720 0
16 公有財産購入費 0 384,764 384,764

補正前の額 補正額 補正後の額
16,674 415,403 432,077

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 教育総務課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 3 中学校費 目 1 学校管理費

事業名 (4-1) 施設整備費 事業費 415,403

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-2　教育環境の整備
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 761
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

学校教育法
東員町立学校設置条例
東員町幼稚園の管理に関する規則
原油価格等の高騰の影響により、電気代に予算不足が見込まれることから、増額の補正予
算を計上するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

電気代　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　761,000円

電気料金年間予測（小売電気事業者試算）等による。
【内訳】　　　（決算見込額）　 （当初予算額） 　（補正予算額）
三和幼稚園　　　1,247,000円　－　1,338,000円　＝　 △91,000円
稲部幼稚園　　　　964,500円　－　1,145,000円　＝　△180,500円
神田幼稚園　　　2,065,000円　－　1,486,000円　＝　　579,000円
笹尾西幼稚園　　　870,500円　－　　900,000円　＝　 △29,500円
笹尾東幼稚園　　1,224,500円　－　　800,000円　＝　　424,500円
城山幼稚園　　　　704,500円　－　　646,000円　＝　　 58,500円
　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　761,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
10 需用費 14,674 15,435 761
11 役務費 821 821 0
12 委託料 1,586 1,586 0
13 使用料及び賃借料 603 603 0

補正前の額 補正額 補正後の額
17,684 761 18,445

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 教育総務課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 4 幼稚園費 目 2 幼稚園管理費

事業名 (1-1) 幼稚園維持管理経費 事業費 761

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-2　教育環境の整備

46



補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 1,693 189
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
22 3 1 1 126 学校給食センター利用負担金 1,693

根 拠 法 令
条 例 等

学校給食法
東員町学校給食センター設置条例
東員町学校給食センター設置条例施行規則
原油価格等の高騰の影響により、電気代に予算不足が見込まれることから、増額の補正予
算を計上するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

電気代　　　　　　　　　　　　　　　　1,882,000円

電気料金年間予測（小売電気事業者試算）による。
　（決算見込額）　 （当初予算額） 　（補正予算額）
　　6,274,000円  －  4,392,000円  ＝  1,882,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
10 需用費 29,292 31,174 1,882
11 役務費 86 86 0
12 委託料 6,659 6,659 0
14 工事請負費 33,000 33,000 0
17 備品購入費 2,090 2,090 0

補正前の額 補正額 補正後の額
71,127 1,882 73,009

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 教育総務課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 6 保健体育費 目 3 学校給食費

事業名 (2-1) 給食センター維持管理経費 事業費 1,882

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-2　教育環境の整備
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △17,576
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員37名分（保育園保育士）
暫定再任用短時間勤務職員1名分（保育園保育士）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 85,803 74,946 △10,857
3 職員手当等 40,974 39,203 △1,771
4 共済費 43,439 38,491 △4,948

補正前の額 補正額 補正後の額
170,216 △17,576 152,640

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 学校教育課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 3 保育園費

事業名 (1-1) 保育士人件費 事業費 △17,576

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-1　幼児教育・学校教育の充実
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 507
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員6名分（保育園調理員）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 16,281 16,562 281
3 職員手当等 7,309 7,563 254
4 共済費 7,129 7,101 △28

補正前の額 補正額 補正後の額
30,719 507 31,226

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 学校教育課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 3 保育園費

事業名 (2-1) 調理員人件費 事業費 507

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-1　幼児教育・学校教育の充実
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 3,150
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

フルタイム会計年度任用職員39名分（保育園保育士、調理員）
パートタイム会計年度任用職員214名分（保育園保育士、支援員、調理員）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
1 報酬 188,729 188,729 0
2 給料 108,359 109,205 846
3 職員手当等 55,975 57,232 1,257
4 共済費 51,028 52,075 1,047
8 旅費 3,927 3,927 0

補正前の額 補正額 補正後の額
408,018 3,150 411,168

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 学校教育課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 3 保育園費

事業名 (3-1) 会計年度任用職員人件費 事業費 3,150

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-1　幼児教育・学校教育の充実
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17 1 2 2 3 施設型給付費・地域型保育給付費負担金 938

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,814 0 0 3,160
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
16 1 1 2 3 子どものための教育・保育給付費負担金 1,876

12 委託料 37,347 41,099 3,752
13 使用料及び賃借料 80 80 0
17 備品購入費 2,498 2,498 0
18 負担金補助及び交付金 1,124 1,124 0
19 扶助費 8,880 8,880 0
22 償還金利子及び割引料 0 2,222 2,222

根 拠 法 令
条 例 等

児童福祉法関連法令、子ども・子育て支援法関連法令、就学前の子どもに関する教育、保
育等の総合的な提供の推進に関する法律等

保育園広域入所委託料について、保育園の広域入所者が当初見込みより３人増えたこと及
び、入所先保育園の公定価格の増により、増額の補正予算を計上するものです。
また、保育所運営費負担金等返還金、子育てのための保育施設等利用給付費償還金につい
て、令和４年度補助金・負担金の確定に伴い超過交付金を返還するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

保育園広域入所委託料　　　　　　　　                     　　 　3,752,000円
　　　（決算見込額）　  （当初予算額）　 （補正予算額）
　　　　10,157,000円　－　6,405,000円＝　　3,752,000円
保育所運営費負担金等返還金
　子ども・子育て支援体制整備総合推進事業費国庫補助金返還金　　　　　5,000円
　子どものための教育・保育給付交付金返還金　　　　　　　　　　　1,095,359円
　施設型給付費・地域型保育給付費県費負担金返還額　　　　　　　　　406,288円
子育てのための保育施設等利用給付費償還金
　子育てのための施設等利用給付交付金返還金　　　　　　　　　　　　476,612円
　子育てのための施設等利用給付県費負担金返還金　　　　　　　　　　238,306円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
1 報酬 2,660 2,660 0
7 報償費 395 395 0
8 旅費 47 47 0
10 需用費 35,396 35,396 0
11 役務費 1,096 1,096 0

補正前の額 補正額 補正後の額
89,523 5,974 95,497

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 学校教育課

（単位：千円）

款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 3 保育園費

事業名 (4-1) 保育園運営費 事業費 5,974

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-2　教育環境の整備
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 28
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町職員の給与に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員1名分（小学校用務員）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 3,140 3,188 48
3 職員手当等 1,454 1,502 48
4 共済費 1,503 1,435 △68

補正前の額 補正額 補正後の額
6,097 28 6,125

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 学校教育課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費

事業名 (1-1) 用務員人件費 事業費 28

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-1　幼児教育・学校教育の充実
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 508
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

パートタイム会計年度任用職員33名分（小学校用務員、学習支援員、外国人指導員、少人
数非常勤講師）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
1 報酬 55,611 55,611 0
2 給料 74 74 0
3 職員手当等 9,077 9,258 181
4 共済費 3,341 3,668 327
8 旅費 1,260 1,260 0

補正前の額 補正額 補正後の額
69,363 508 69,871

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 学校教育課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費

事業名 (2-1) 会計年度任用職員人件費 事業費 508

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-1　幼児教育・学校教育の充実
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 △18
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町職員の給与に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員1名分（中学校用務員）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 2,900 2,946 46
3 職員手当等 1,298 1,344 46
4 共済費 1,393 1,283 △110

補正前の額 補正額 補正後の額
5,591 △18 5,573

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 学校教育課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 3 中学校費 目 1 学校管理費

事業名 (1-1) 用務員人件費 事業費 △18

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-1　幼児教育・学校教育の充実
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 216
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

パートタイム会計年度任用職員25名分（中学校用務員、部活指導員、学習支援員、少人数
非常勤講師）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
1 報酬 27,864 27,864 0
2 給料 1,873 1,873 0
3 職員手当等 3,949 4,026 77
4 共済費 1,434 1,573 139
8 旅費 504 504 0

補正前の額 補正額 補正後の額
35,624 216 35,840

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 学校教育課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 3 中学校費 目 1 学校管理費

事業名 (2-1) 会計年度任用職員人件費 事業費 216

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-1　幼児教育・学校教育の充実
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 18,229
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員31名分（幼稚園教諭）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 94,312 104,398 10,086
3 職員手当等 53,551 59,733 6,182
4 共済費 47,776 49,737 1,961

補正前の額 補正額 補正後の額
195,639 18,229 213,868

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 学校教育課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 4 幼稚園費 目 1 幼稚園費

事業名 (1-1) 教諭人件費 事業費 18,229

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 5　子どもたちの生きる力を育むために

施　　策 5-1　幼児教育・学校教育の充実
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 3,173
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

総合文化センターの設置及び管理に関する条例

原油価格等の高騰の影響により、電気代に予算不足が見込まれることから、増額の補正予
算を計上するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

電気代　　　　　　　　　　　　　　　　　  3,173,000円

電気料金年間予測（小売電気事業者試算）による
　 　（決算見込額）　  （当初予算額） 　（補正予算額）
     　10,775,000円　－　7,602,000円　＝　3,173,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
10 需用費 16,683 19,856 3,173
11 役務費 522 522 0
12 委託料 19,672 19,672 0
13 使用料及び賃借料 2,272 2,272 0
17 備品購入費 3,137 3,137 0

補正前の額 補正額 補正後の額
42,286 3,173 45,459

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 社会教育課

（単位：千円）

款 10 教育費 項 5 社会教育費 目 2 文化振興費

事業名 (2-1) 総合文化センター維持管理経費 事業費 3,173

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 6　人生を豊かにするために

施　　策 6-1　生涯学習の推進
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 414
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方自治法
東員町議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例
地方公務員等共済組合法
期末手当の条例改正に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

議会議員14名分

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
1 報酬 43,108 43,108 0
3 職員手当等 17,969 18,383 414
4 共済費 13,440 13,440 0

補正前の額 補正額 補正後の額
74,517 414 74,931

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 議会事務局

（単位：千円）

款 1 議会費 項 1 議会費 目 1 議会費

事業名 (1-1) 議員報酬等 事業費 414

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 190
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員3名分（議会事務局）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 12,386 12,482 96
3 職員手当等 7,624 7,777 153
4 共済費 5,937 5,878 △59

補正前の額 補正額 補正後の額
25,947 190 26,137

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 議会事務局

（単位：千円）

款 1 議会費 項 1 議会費 目 1 議会費

事業名 (2-1) 正規職員人件費 事業費 190

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営
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補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 8
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

パートタイム会計年度任用職員1名分（議会事務局）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
1 報酬 2,008 2,008 0
3 職員手当等 419 427 8
4 共済費 161 161 0
8 旅費 24 24 0

補正前の額 補正額 補正後の額
2,612 8 2,620

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 1　一般会計 所　属 議会事務局

（単位：千円）

款 1 議会費 項 1 議会費 目 1 議会費

事業名 (3-1) 会計年度任用職員人件費 事業費 8

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営
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補正前の額 補正額 補正後の額
17,332 1,333 18,665

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 2　国民健康保険特別会計 所　属 保険年金課

（単位：千円）

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、児童手当法、東員町職員の給与に関する条例

補 正 予 算 の
事 業 概 要

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

事 業 費

主な経費内容

正規職員2名分（保険年金課）

1 一般管理費

1,333

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策

施　　策

4　持続可能な町の経営ができるために

4-1　効率的行財政の運営

款 1 総務費

事業名

項 目

事業費(1-1) 正規職員人件費

1 総務管理費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 7,854 7,916 62
3 職員手当等 5,434 6,585 1,151
4 共済費 4,044 4,164 120

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 1,333 0

充当額
1,333

財 源 内 訳
款 項 目 節 細節 特定財源科目名称
6 1 1 2 1 職員給与費等繰入金
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補正前の額 補正額 補正後の額

4 1 1 1 2 特別交付金 530

530 0 0 0
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

12 委託料 2,178 2,708 530

10 需用費 1,174 1,174 0
11 役務費 1,261 1,261 0

根 拠 法 令
条 例 等

東員町国民健康保険条例
国民健康保険法

制度改正により、令和6年1月1日から出産被保険者の産前産後期間（4ヵ月間）にかかる国
民健康保険料（所得割額及び被保険者均等割額）が免除されることからシステムの対応を
行うものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

産前産後保険料免除措置対応　　530,000円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額
4,613 530 5,143

事業名 (1-1) 賦課徴収経費 事業費 530

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 1　健康であるために

施　　策 1-3　社会保障の確保

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 2　国民健康保険特別会計 所　属 保険年金課

（単位：千円）

款 1 総務費 項 2 徴収費 目 1 賦課徴収費
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6 1 1 2 1 職員給与費等繰入金 △1,548

0 0 △1,548 0
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

4 共済費 695 500 △195
8 旅費 24 21 △3

1 報酬 3,672 2,660 △1,012
3 職員手当等 765 427 △338

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

パートタイム会計年度任用職員2名分（保険年金課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
5,156 △1,548 3,608

事業名 (1-1) 会計年度任用職員人件費 事業費 △1,548

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 2　国民健康保険特別会計 所　属 保険年金課

（単位：千円）

款 5 保健事業費 項 2 保健事業費 目 1 保健事業費
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補正前の額 補正額 補正後の額
20,207 △690 19,517

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 4　介護保険特別会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町職員の給与に関する条例

補 正 予 算 の
事 業 概 要

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

事 業 費

主な経費内容

正規職員3名分（健康長寿課）

1 一般管理費

△690

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策

施　　策

4　持続可能な町の経営ができるために

4-1　効率的行財政の運営

款 1 総務費

事業名

項 目

事業費(1-1) 正規職員人件費

1 総務管理費

3 職員手当等 5,284 5,419 135
4 共済費 5,111 4,201 △910

節 補正前の額 補正後の額 増減額
2 給料 9,812 9,897 85

充当額
△690

財 源 内 訳
款 項 目 節 細節 特定財源科目名称

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 △690 0

7 1 5 1 1 その他一般会計繰入金
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補正前の額 補正額 補正後の額
1,788 2,192 3,980

7 1 5 1 1 その他一般会計繰入金 1,097

1,095 0 1,097 0
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
3 2 5 1 1 介護保険事業費補助金 1,095

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

12 委託料 495 2,687 2,192
13 使用料及び賃借料 114 114 0

7 報償費 182 182 0
8 旅費 148 148 0
10 需用費 383 383 0
11 役務費 466 466 0

事業名 (2-1) 一般管理経費 事業費 2,192

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 3　みんなが活躍できる地域共生社会をつくるために

施　　策 3-3　高齢者福祉の推進

根 拠 法 令
条 例 等

介護保険法

令和6年4月からの介護保険報酬改定等に伴う電算システム改修を行うものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

電算システム改修委託（介護報酬改定等に伴うシステム改修）　　2,191,200円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 4　介護保険特別会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 1 総務費 項 1 総務管理費 目 1 一般管理費
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補正前の額 補正額 補正後の額
9,858 837 10,695

5 2 2 1 1 地域支援事業交付金（包括的支援事業等）（現年度分） 162
7 1 3 1 1 地域支援事業繰入金（包括的支援事業等）（現年度分） 162

484 0 162 191
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
3 2 2 1 1 地域支援事業交付金（包括的支援事業等）（現年度分） 322

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

2 給料 4,614 4,627 13
3 職員手当等 2,885 3,748 863
4 共済費 2,359 2,320 △39

事業名 (1-1) 正規職員人件費 事業費 837

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町職員の給与に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員1名分（健康長寿課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 4　介護保険特別会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 3 地域支援事業費 項 3 包括的支援事業・任意事業費 目 4 在宅医療・介護連携推進事業費
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補正前の額 補正額 補正後の額
6,156 101 6,257

5 2 2 1 1 地域支援事業交付金（包括的支援事業等）（現年度分） 19
7 1 3 1 1 地域支援事業繰入金（包括的支援事業等）（現年度分） 19

58 0 19 24
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
3 2 2 1 1 地域支援事業交付金（包括的支援事業等）（現年度分） 39

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

2 給料 2,902 2,970 68
3 職員手当等 1,771 1,828 57
4 共済費 1,483 1,459 △24

事業名 (1-1) 正規職員人件費 事業費 101

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町職員の給与に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

正規職員1名分（健康長寿課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 4　介護保険特別会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 3 地域支援事業費 項 3 包括的支援事業・任意事業費 目 6 認知症総合支援事業費
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補正前の額

5 2 2 1 1 地域支援事業交付金（包括的支援事業等）（現年度分） 2
7 1 3 1 1 地域支援事業繰入金（包括的支援事業等）（現年度分） 2

7 0 2 4
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額
3 2 2 1 1 地域支援事業交付金（包括的支援事業等）（現年度分） 5

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

1 報酬 1,776 1,776 0
3 職員手当等 370 378 8
4 共済費 343 348 5
8 旅費 24 24 0

事業名 (2-1) 会計年度任用職員人件費 事業費 13

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 4　持続可能な町の経営ができるために

施　　策 4-1　効率的行財政の運営

根 拠 法 令
条 例 等

地方公務員法、東員町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

職員構成の変動等に伴う人件費を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

パートタイム会計年度任用職員1名分（健康長寿課）

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正額 補正後の額
2,513 13 2,526

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 4　介護保険特別会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 3 地域支援事業費 項 3 包括的支援事業・任意事業費 目 6 認知症総合支援事業費
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0 0 0 38,646
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

22 償還金利子及び割引料 2,696 41,342 38,646

事業名 (1-1) 国庫負担金等返還金 事業費 38,646

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 3 みんなが活躍できる地域共生社会をつくるために

施　　策 3-3　高齢者福祉の推進

根 拠 法 令
条 例 等

介護保険法

令和４年度国庫補助金等の確定に伴い超過交付分を返還するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

国庫負担金等返還金
　国庫補助金（介護給付費負担金）返還金　　　　27,655,265円
　国庫補助金（地域支援事業交付金）返還金　　　 2,950,685円
　県補助金（介護給付費負担金）返還金　　　　　 6,409,419円
　県補助金（地域支援事業交付金）返還金　　　　 1,639,853円

　（確定額）　　 　（当初予算額）　（補正予算額）
　　38,655,222円 －　10,000円　　＝　38,645,222円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
2,696 38,646 41,342

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 4　介護保険特別会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 6 諸支出金 項 1 償還金及び加算金 目 2 償還金
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0 0 0 14,026
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

27 繰出金 2,254 16,280 14,026

事業名 (1-1) 一般会計繰出金 事業費 14,026

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 3　みんなが活躍できる地域共生社会をつくるために

施　　策 3-3　高齢者福祉の推進

根 拠 法 令
条 例 等

介護保険法

前年度一般会計繰入金の精算に伴う剰余分を一般会計に繰出し（返還）するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

一般会計返還金
　介護給付費精算返還金　　　　　　　　　16,722,188円
　地域支援事業費精算返還金　　　　　　 　3,224,769円
　総務費精算返還金　　　　　　　　　　 　2,721,532円
　低所得者保険料軽減分精算分　　　　　　 △795,484円
　地域支援事業人件費精算分（R4年度分） △7,837,678円

　（確定額）　　  （当初予算額）  （補正予算額）
　　14,035,327円 － 10,000円    ＝  14,025,327円

事 業 費

節 補正前の額 補正後の額 増減額

補正前の額 補正額 補正後の額
2,254 14,026 16,280

令和 5年度 補正予算事業概要書

会　計 4　介護保険特別会計 所　属 健康長寿課

（単位：千円）

款 6 諸支出金 項 2 繰出金 目 1 一般会計繰出金
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充当額
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 19,580

材料費 220 220 0

17,743 19,580

修繕費 17,743 37,323 19,580

37,323

備消品費

漏水修繕については、国道・県道下の本管の漏水修繕が発生するなど、例年に比べて増
加していることから、当初見込んでいた年間修繕費に不足が見込まれるため、増額補正
を行うものです。
修繕費につきましては、漏水発生後に早急に対応する必要があるため、今後見込まれる
漏水修繕を含めた費用を補正するものです。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

漏水に伴う修繕費　19,580,000円

事 業 費
補正前の額 補正額 補正後の額

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 9　持続可能な町の形をつくるために

施　　策 9-6　上下水道整備・管理

根 拠 法 令
条 例 等

水道法、東員町水道事業給水条例

1　営業費用 目 2　配水及び給水費

事業名 配水及び給水費 事業費 19,580

款 1　水道事業費用 項

令和5年度 補正予算事業概要書

会　計 5　水道事業会計 所　属 上下水道課

（単位：千円）

330 330 0
節 補正前の額 補正後の額 増減額
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（単位：千円）

款 1　水道事業費用 項 1　営業費用 目 4 総係費

事業名 総係費 事業費 1,100

総 合 計 画
施 策 体 系

政　　策 9　持続可能な町の形をつくるために

施　　策 9-6　上下水道整備・管理

根 拠 法 令
条 例 等

東員町水道事業給水条例、東員町水道事業給水条例施行規程

督促手数料につきましては、条例の定めるところにより、督促状1通につき50円を徴収し
ているところです。
令和6年度賦課分からの督促手数料を廃止することに伴い、料金システムにおいて、賦課
機能及び帳票機能等のプログラム改修を行う必要があるため、増額補正を行うもので
す。

補 正 予 算 の
事 業 概 要

主な経費内容

督促手数料廃止に伴う料金システム改修委託料　1,100,000円

事 業 費
補正前の額 補正額 補正後の額

33,506 1,100 34,606
節 補正前の額 補正後の額 増減額

給料 17,999 17,999 0
手当 8,547 8,547 0
賞与等引当金繰入額 2,739 2,739 0
報酬 218 218 0

34,606 1,100

法定福利費

0

1,334 0
3,641 0

修繕費 176
会費負担金

公課費 14 14 0

176 0
557

貸倒引当金繰入額 100 100 0

保険料 657 657 0

雑費 11 11 0

補 正 予 算 の 財 源 内 訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 1,100
財 源 内 訳

款 項 目 節 細節 特定財源科目名称 充当額

旅費
備消品費 153 153 0

7,403 7,403 0

印刷製本費 132 132 0

539 539 0

2,156 0
委託料 33,506

燃料費 220 220 0

557

手数料 1,334
賃借料 3,641

通信運搬費 2,156
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